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（広域事務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関西広域連合広域計画の概要 
（計画期間：平成 26 年度～平成 28 年度） 

第１ 広域計画の改定にあたって 

第２ 広域計画の期間及び改定 Ｈ26～28 の３年間（広域連合長が必要と認めた場合は、随時改定） 

第３ 広域計画の対象区域 構成団体の区域（鳥取県及び構成指定都市は参加事務に応じて区域除外） 

第４ 広域連合が目指すべき関西の将来像 

第５ 実施事務の対応方針及び概要 

　個性や強みを活かし地域全体が発展する関西

　・都市と農村が相互に恩恵を享受
　・安全・安心のまちづくりなどのノウハウの活用

2 3 4 5 6 人やモノの交流
を支える基盤を
有するアジアの
交流拠点関西

基本的な考え方

将　　　来　　　像

世界に開かれた
経済拠点を有す
る関西

地球環境問題に
対応し、持続可
能な社会を実現
する関西

国内外にわたる
観光・文化の交
流拠点関西

危機に強く、防
災・減災のモデ
ルとなる関西

医療における安
全・安心ネット
ワークが確立さ
れた関西
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　アジアのハブ機能を担う新首都・関西

　・観光・産業等の魅力とこれを支える基盤を世界へ発信
　・バックアップ拠点の役割及び国土の双眼構造への転換

［設立の趣旨］ ［設立３か年の総括］ ［今後の取組方針］

「文化振興」「農林水産振興」を盛り込むなど
取組を拡充させ着実に推進

引き続き移管を主張。さらに近畿圏広域地方
計画の策定権限などの移譲を迫る。

3 分権型社会の実現

７つの広域事務
H24.3に策定した分野別計画を
もとに取組を本格化

国の出先
機関対策

引き続き積極的に実施。主なものは計画に
明示し住民に周知を図り説明責任を果たす。

“丸ごと移管”を主張し民主党
政権下で法案が閣議決定

広域課題への
積極的な対応

関西全体の広域課題に対し政
策の企画調整を積極実施

関西全体の広域行政
を担う責任主体1
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国の出先機関の

事務の受け皿づくり

文化

  ①　大規模広域災害を想定した広域対応の推進
  ②　関西の広域防災拠点のネットワーク化の推進
  ③　防災・減災事業の推進

　①　『関西観光・文化振興計画』の推進
　②　「KANSAI」を世界に売り込む
　③　新しいインバウンド市場への対応
　④　的確なマーケティング戦略による誘客
　⑤　安心して楽しめるインフラ整備の充実
　⑥　推進体制の充実

　①　関西文化の振興と内外への魅力発信
　②　連携交流による関西文化の一層の向上
　③　関西文化の次世代継承と人材育成
　④　情報発信・連携交流支援・人づくりを支える環境（プラットフォーム）づくり

広 域 事 務 名 重　　点　　方　　針

広 域 防 災

広域観光
文化振興

観光

資料１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他広域にわたる政策の企画調整等） 

 

 

 

 

 

（事務の順次拡充） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

第６ 国の事務・権限の移譲 

第７ 広域連合のあり方 

第８ 計画の推進 広域計画と分野別計画の一体的な推進及び必要に応じた見直し 

国の事務・権限
の移譲

　近畿圏広域地方計画の策定権限など、地方に委ねるべき国の事務・権限の移譲を求める

国の道州制検討
への対応

　国主導で中央集権型道州制を押しつけられることのないよう地方分権改革を推進する立場から国
に提言

国の出先機関
の地方移管

　①　引き続き経済産業局、地方整備局、地方環境事務所の丸ごと移管を求める
　②　実績を積み重ね、８府省１５系統の国の出先機関の地方移管を目指す

新たな広域行政課題が発生し、計画的な対応が必要となった場合、地域の振興に関する計画の策
定及び実施に関する事務を行う

広域にわたる
政策の企画調整

地域の振興計画
の策定及び実施

基本的な政策の企画及び調整に関する事務を引き続き積極的に行う
　（一定の組織体制の下、取組を進めるもの）
　①広域インフラのあり方　②エネルギー政策の推進　③特区事業の展開

事務の順次拡充
都市と農村の交流などの地域活性化策、大学間連携などの高度人材育成・確保策、統計・情報分
析、行政委員会事務の共同化、公設試験研究機関の連携の強化、国道及び河川の一体的な計画、
整備及び管理など、基本方向や可能性を検討

構成団体内市町村との情報共有

官民連携による推進

　○行政評価制度による政策目標・指標のPDCAサイクルの実施
　○既存組織の活用や外部機関による監査体制の構築を検討
　○国の事務・権限が大幅に移譲された際のガバナンス強化を検討
　○将来の広域行政システムのあり方の評価・検討
　○連携団体（奈良、福井、三重）の広域連合への全面加入又は一
　　 部加入の促進

［広域連合の今後の方向］

住民に対する情報発信

［住民、市町村及び民間等との連携］

産業

　①　世界の成長産業をリードするイノベーション創出環境・機能の強化
　②　高付加価値化による中堅・中小企業等の国際競争力の強化
　③　「関西ブランド」の確立による地域経済の戦略的活性化
　④　企業の競争力を支える高度人材の確保・育成

農林水
産業

　①　地産地消運動の推進による域内消費拡大
　②　食文化の海外発信による需要拡大
　③　国内外への農林水産物の販路拡大
　④　６次産業化や農商工連携の推進などによる競争力の強化
　⑤　農林水産業を担う人材の育成・確保

　①　『関西広域救急医療連携計画』の推進
　②　広域救急医療体制の充実
　③　災害時における広域医療体制の整備・充実
　④　新たな連携課題に対応した広域医療体制の構築

　①　『関西広域環境保全計画』の推進
　②　再生可能エネルギーの拡大と低炭素社会づくりの推進
　③　自然共生型社会づくりの推進
　④　循環型社会づくりの推進
　⑤　環境人材育成の推進

広域環境保全

広 域 医 療

広域産業
振興

広域職員研修
　①　幅広い視野を有する職員の養成及び業務執行能力の向上
　②　構成団体間の相互理解及び人的ネットワークの形成
　③　研修の効率化

資格試験・免許等
　①　資格試験・免許等事務の着実な推進
　②　処理する資格試験・免許等事務の拡充の検討


